ハンドマイク演説参考例　（実績を語る・国保）　一〇年九月一七日　党県政策宣伝センター

●●のみなさん、こんにちは。日本共産党●●支部（後援会）です。この場所をお借りして、日本共産党の訴えをさせていただきます。よろしくお願いいたします。
　先日、民主党代表選挙があり、菅直人首相が再選しました。選挙戦は連日報道されていましたが、代表選を通じて管さんからも、小沢さんからも行き詰まった日本の政治をどう解決していくのかについての展望は語られずじまいでした。再選された菅首相が、経済で繰り返し述べたのが、〝大企業を応援すれば経済はよくなり暮らしが良くなる〟という、すでに破たんがはっきりした自民党と同じ道です。この道の転換こそが今、求められています。日本共産党は、暮らし最優先の経済政策へ転換させてこそ、日本の経済・財政を立て直すことができるという立場で、みなさんと力を合わせてがんばります。
　いま、高すぎる国保税（料）がどこでも大問題となり、「払いたくても払えない」と悲鳴があがっています。日本共産党は、国会でも市町村議会でも国保の引き下げや減免に全力をあげています。昨年、日本共産党の小池前参院議員が国会で国保の減免制度について、「自治体の半数近くで制度がないのは問題だ」と追及しましたら、当時の厚労相は「負担分の半分を国がみることができないか検討している」と答えました。この国会質問が実を結び、今月の13日に厚労省は、国保の新たな基準を示す通知を出し、国保減免の半額を国が負担する方針を表明しました。
日本共産党の田村参院議員は国会で、この国保の新基準が、１カ月ごとの更新制で、生活保護基準以下の収入であることなどの要件を満たす必要があることから、恒常的に収入が少ない世帯も対象にして、自治体が利用しやすくすること、市町村の判断で国の基準以上に拡充できることを明確にするよう求めました。厚労省政務官は、国の基準は「最低限」。市町村が自主的に上積みを行うことは「望ましい」と答え、後日、厚労省は市町村の独自基準が国の新基準より狭い場合は減免の対象を拡大するように全自治体に連絡しました。

愛知県では、日本共産党県議予定候補の、かとう典子さん、柳沢けさみさん、いたくら正文さん、だて勲さんが神田真秋知事に対し、国保の県補助金の増額などを求める要請を行いました。いたくら正文予定候補は、現職の一宮市会議員であり、一宮市議会でも国保の減免をとりあげ、「せめて中学校卒業までは均等割の減免を」と求めてきたことが実を結び、一宮市では今年４月から１８歳未満までの国保税の均等割が３割減免となりました。
北名古屋市では、日本共産党市議団が市民と力を合わせて、市議会でくり返し国保税の減免を求め、６月議会でついに国保税引き下げを決める条例を可決させました。
来年４月には、県議選と市町村議員のいっせい地方選挙があります。国民の願い実現へ奮闘し、政治を動かす日本共産党の予定候補者にみなさんの大きなご支持、ご支援をお願いします。
日本共産党の「しんぶん赤旗」は、いまの世の中の真実がわかり、明日が見えるしんぶんです。激動する世界のいまが見えるしんぶん、「しんぶん赤旗」をこの機会にお読みください。毎日お届けする日刊紙は月二千九百円です。毎週一回お届けする、楽しくためになる日曜版は月八百円です。以上で、この場での訴えを終わります。ご協力ありがとうございました。

